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2. 動圧の寄与

津波氾濫流による持続波圧時の動圧（流体運動に起因

した静水圧からのずれの全圧力）の寄与については，類

似した現象を含めて，現象毎に検討し判断する．

（1）波浪の砕波

津波氾濫流ではないが，類似した現象による流体力（波

力）の評価式として，Hiroi（1919）の砕波圧式がある．波

浪が防波堤の天端を越波しないとき，その砕波圧式に基

づく単位幅あたりの水平波力Fは式（1）で評価される．

…（1）

ここで，ρは流体の密度，gは重力加速度，Hとhは防波堤

前面（沖側）における入射波高と静水深である．この波

力は，どのようなHの値に対しても，静水圧分布とした

ときのもの（式（1）の不等号の右辺）より大きく，動圧

を含んでいることになる（Hiroiの砕波圧式は噴流の動圧

として誘導されており，論をまたないだろう）．

一方，防波堤岸側の静水圧を無視した式（2）のときは，

……（2）

H/h>4/7=0.57のとき，動圧が寄与することになる．
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1. はじめに

建物などは津波の氾濫流そのものだけでも大きな流体

力を受けて被害を生じるが，氾濫流が漂流物を伴えば，そ

れらの被害は一層大きなものとなる．

にもかかわらず，氾濫した津波の先端部背後の準定常

的な流れによる持続波圧時の波力への動圧の寄与一つを

取り上げても，その実際はよく判っていない．動圧の寄

与，すなわち波圧の鉛直分布は建物（津波避難ビルなど）

の津波に対する構造安全性などに深く係わり，その実際

を知ることは重要である．

また，町中を氾濫する津波は多かれ少なかれ雑多な漂

流物を伴い，その中で大きな漂流物（流木，船やコンテ

ナ等）が建物などに大被害を及ぼす．これまでの研究成

果により，漂流物の衝突速度が判れば，単体の流木（松

冨，1999；池野・田中，2003）やコンテナ（水谷ら，2005）

の衝突力Fmは評価が可能となっている．漂流物の衝突力

問題では，衝突速度はもちろんのこと，衝突確率や衝突

力立ち上がり時間Δtp（図-1），衝突力継続時間Δt（図-1），

衝突力の確率分布の検討も必要である．しかし，これら

については個別に検討が行われてきており，互いを結び

つけて総合的に論じたものはない．

そこで，本研究は，先ず既往の研究成果の考察に基づ

いて，津波氾濫流による持続波圧時の動圧の寄与につい

て検討を行う．次に，漂流物の衝突速度や衝突確率，衝

突力立ち上がり時間，衝突力継続時間を互いに結びつけ

て，漂流物の衝突力確率分布の一評価方法を，上記各項

目の検討課題を論じながら提示する．
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図-1 単体漂流物の衝突力波形（模式図）



（2）砕波後の波浪

本間ら（1963）と富永・九津見（1971）の海域に設置

した鉛直壁構造物に対する砕波後の波による単位幅あた

りの水平波力の評価式は各々次式である（松冨ら，2004）．

……………………………（3）

……………………………（4）

ここで，hfは構造物前面（沖側）の浸水深，hrは構造物背

面（岸側）の浸水深である．本間らと富永・九津見の実

際の波力評価式は式（3）と（4）においてhr=0としたも

のである．したがって，両式は各々静水圧の0.73倍と1.91

倍の動圧を考慮していることになる（図-2）．

（3）非砕波津波のサージ

林・松冨（1977）はV字型湾の湾奥に位置する鉛直壁

の津波水門に対する波力実験で，非砕波時の最大水平波

力は最大浸水深時の静水圧によるものの1.0～1.5倍にな

ることを示している．したがって，静水圧の0～0.5倍以

上の動圧が働いていることになる．

（4）砕波段波

松冨（1991）は鉛直壁への砕波段波衝突時の波圧分布

の実験を行い，各高さでの最大波圧（同時刻のものとは

限らない）を鉛直方向に積分したときの単位幅あたりの

水平波力Fzm（過大評価となる）として，次式を提示して

いる．

……（5）

ここで，ΔHは入射段波波高，h0は段波前面の静水深であ

る．この水平波力は，ΔH/h0>0.34のとき，静水圧分布と

したときのもの（式（5）の不等号の右辺）より大きく，

動圧が寄与することとなる．ΔH/h0<0.61～0.64のときは

波状段波であり（松冨，1989），式（5）は波状段波のと

きも動圧が無視できない場合があることを示している．

（5）河川の氾濫流

福岡ら（1997）は河川氾濫流の模型実験で圧力は静水

圧分布することを報告している．ただし，フルード数が

0.55～0.57程度の定常な常流実験での結果である．河原ら

（2009）も，非定常な常流と射流の実験で，河川氾濫流に

よる圧力は静水圧分布することを報告している．

（6）段波や正弦波の氾濫流

飯塚・松冨（2000）は，平坦な陸上に氾濫する段波津

波の建物などへの流体力FDは抗力が主体的で，氾濫流速

の自乗に比例するとして，実験的に次式を提案している．

……………………………（6）

ここで，CD（=1.1～2.0）は抗力係数，Bは氾濫方向への

建物などの投影幅である．この評価式は，0.61CD >0.5で

あるから，静水圧の0.3～1.4倍の動圧を考慮しているこ

とになる．式（6）の誘導において，氾濫流速として現地

データを包絡するという同じ考えに基づいた小さい方

（u=0.6√ghf‾（松冨ら，2008））を採用すれば，次式を得る．

……………………………（7）

式（7）の場合，流体力は静水圧よりも小さいことになる．

朝倉ら（2000）と池野・田中（2003）は護岸を越流し，

平坦な陸上を氾濫する津波の建物などへの波圧は静水圧

分布する（ソリトン分裂する場合を除く）と考えている．
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図-2 波力と構造物前・背面浸水深の2乗差の関係
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表-1 動圧の寄与



ともに建物などにとって危険な場合を想定しており，朝

倉らの波力評価式はフルード数Fr=2.0，池野・田中の波力

評価式はFr=√6 =~ 2.4の氾濫流を対象としている．

松冨ら（2004）は一様勾配斜面上を伝播した後，平坦

な陸上に氾濫する段波津波の建物への波圧実験を行って

いる．ただし，建物は流れ横断方向において左右対称と

考え，水路側壁に密着させた半分模型（岡本・松冨，2009）

である．氾濫流先端部背後の準定常的な部分で，建物の

前面での波力が最大となるときの波力は本間らと富永・

九津見の評価式によるものの間で（図-2），動圧の寄与が

無視できないと報告している．図-2中のλ（=100×（1-建

物模型の幅／水路幅））は開度（%）である．

（7）検討結果

検討結果をまとめると表-1のようになる．既往の実験

は持続波圧時の最大波力を対象とし，多くは動圧の寄与

が無視できないことを示している．動圧の寄与が無視で

きない理由の1つとして，静水圧状態となる前に最大波力

が生じていることが考えられる．動圧の寄与度は実験に

おける氾濫流の発生方法，フルード数と定常・非定常に

大きく左右される．

3. 衝突力の確率分布

（1）衝突速度

衝突力Fmは衝突速度に強く依存する（松冨，1999）．漂

流物の衝突速度として，式（8）と（9）の漂流物を伴う

氾濫流の流速u2を採用する（松冨ら，2007）．町中の津波

氾濫流は漂流物を伴う場合が一般的で，初期の漂流物群

の空隙率eが現実的な値であれば，これらの式は有用であ

ることが確かめられている（松冨・古戸，2008）．

…（8）

…（9）

ここで，ρ0は漂流物の密度，ρfは氾濫流下流域の漂流物群

空隙部の密度（空気の場合は零），h2は氾濫流上流域の水

深（氾濫水深），h0は氾濫流上・下流域の漂流物層の厚さ，

ωは氾濫伝播速度，u0は氾濫流下流域の流速（一般に零），

µは合成摩擦係数，ρa(=ρ0～ρ)とLは各々氾濫流先端部の

漂流物域層の密度と水平長さである．この氾濫流速u2の

評価では，µやρa，Lの個々の評価よりも，総合抵抗係数

（µρaL/ρ0h0）としての評価がより実際的で重要な課題であ

る．

漂流物が氾濫流に影響を及ぼさない程度に少ないとき

は，次式（岡本・松冨，2009）を用いて評価する．
………………………………（10）

…………………………………（11）

ここで，hfとhrは津波氾濫域の建物などに流れが作用する

面（前面）とその背面での浸水深である．式（10）と（11）

の氾濫流速は建物などにとって危険側（最も大きな流体

力が作用）を考えたときのものである．岡本・松冨（2009）

によれば，この評価式の利用に際し，建物などの形状（角

柱，円柱，円錐）を考慮する必要はあまりない．

（2）衝突確率

漂流物の衝突では，単体の衝突ばかりでなく，複数が

同時やほぼ同時に衝突するときも考えておく必要がある．

複数が同時やほぼ同時に衝突するときは，より大きな合

成衝突力Fcが働き（図-3），その衝突力ばかりでなく，衝

突確率の検討も欠かせない．

流木であるが，衝突確率の研究例として松冨・田名部

（2006）や戸来（2009）の実験的なものがある．それらの

実験結果によれば，流れ横断方向（y方向）への流木の横

拡散位置に関する頻度の確率分布Ky(x, y)は次式の正規分

布で近似でき，

……………（12）

分散δ−y
2(x)は単調増加で，次式で近似できる（図-4）．

………（13）

ここで，Lwは流木長，xは流れ方向に取った流木の流下距

離座標（流木投入地点が原点），yとy
−
はx地点での流木の

流れ横断方向位置座標とその平均位置座標，nはデータ数

である．aとbの値は今後の検討課題で，漂流物の種類や

フルード数などの水理量に依存しよう．

流木投入地点（0, 0）から（x, y）までの漂流時間を t，
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図-3 合成衝突力波形（模式図）



その平均時間を t
−

(x, y)とすれば（移流拡散＋縦拡散=縦分

散），この漂流時間の頻度の確率分布Kt (x, y, t)も次式の

正規分布で近似でき（松冨・田名部，2006），

……………（14）

分散δ−t
2(x, y)は次式で近似できる（図-5，6）．

…（15）

ここで，ntは（x, y）を通過する流木の本数，cとk，m，r

の値は今後の検討課題で，やはり漂流物の種類やフルー

ド数などの水理量に依存しよう．t - t
−
の値域としては0～

Δt程度を考えておけば十分であろう．

よって，流木1本が（x, y, t）で衝突する確率p1は，

…………………（16）

流木2本が同時やほぼ同時に衝突する確率p2は，

………………（17）

ただし，式（13）と（15）の分散は十分に大きく，

|t - t1|<Δt（図-3），両流木は同じ諸元で，完全に隣り合っ

ていて，互いに影響を及ぼし合わないとしている．流木

が3本以上のときも同様に容易に議論できる．

（3）衝突力継続時間と衝突力立ち上がり時間

漂流物の衝突力継続時間Δtを検討した研究例として松

冨（1993）の実験的なものがある．砕波段波に伴う流木

のときのもので，この結果を利用するには式（8）と（9）

に示された漂流物を伴うときのu2，h2，ωと松冨の砕波段
波実験でのそれらを一致させ，漂流物を伴う氾濫流の場

合の段波下流側水深h0を松冨の砕波段波実験での下流側

水深h0'に換算する必要がある．その換算式は段波の質量

保存則から次式となる．

……………………………………（18）

建物などの障害物がない開度λが100％のときを考えれ

ば，衝突力継続時間Δtとして次式を得る（松冨，1993）．

…（19）

ここで，Dwは流木径である．式（19）における相対段波

波高（h2/h0'-1）のべき指数が非常に小さいので，衝突力

継続時間は次式で評価してもよい．

………（20）

式（20）から，衝突力継続時間は流木の諸元と衝突速度で

決まることが判る．実際は流木の単位体積重量，降伏応

力，見かけの質量係数，被衝突物の剛性にも依存する．

衝突力立ち上がり時間Δtp（図-1）も情報として必要で

ある．衝突力の経時変化は三角形で近似できるので（松

冨，1993），それは簡単に次式で評価する．

………………………………………（21）

図-7に示した松冨（1993）の流木衝突力の時間波形に関

する実験結果（横軸：時間，縦軸：衝突力）によれば，

α =0.2～0.25で，衝突力の再現性がよいことも判る．

衝突力，衝突力継続時間や衝突力立ち上がり時間は漂

流物や被衝突物の種類，計測器機の性能などに依存する

ので，式（19）のような便宜的なものではなく，細心の
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図-7 流木衝突力の時間波形例（ゲート急開流れの初期貯水
深h1=0.4m, h0'=0.02m, Lw/Dw=8, Dw=0.12m, λ=87%）

図-6 縦分散の分散の水路横断方向の変化例（戸来，2009）

図-5 流下距離による縦分散の分散の水路横断方向平均の変
化例（戸来，2009）（凡例と流木径は図-4と同じ）

図-4 流下距離による横拡散の分散の変化例（戸来，2009）
（凡例の分数と整数は底勾配と細長比，流木径Dwは1 cm）



注意と広範な条件の実験に基づいた検討が必要である．

（4）衝突力の確率分布

例えば，流木2本がほぼ同時に衝突するときの衝突力波

形は本研究の考え方では図-3の太実線のようになる．

単体漂流物の衝突力評価式として，流木に関しては松

冨（1999）や池野・田中（2003）のもの，コンテナに関

しては水谷ら（2005）のものなどを採用すればよい．

これらの評価式に上述した漂流物の衝突確率p2や衝突

時間差 t1 - t，衝突力立ち上がり時間Δtp，衝突力継続時間

Δtを組み合わせれば，本研究目的の衝突力の確率分布が

評価できることになる．

漂流物がt = τに衝突したときの衝突力の時間波形Fτ (t)は

次式となる．

…（22）

したがって，漂流物が t = τと t1に衝突したときの最大合成

衝突力Fcは次式となり，

………………………（23）

その衝突確率は式（17）においてtをτとしたものとなる．
図-8に衝突力の確率分布の評価手順例とそのための検

討課題例を示す．

4. おわりに

本研究で得られた主な結論は次の通りである．

① 既往の実験は持続波圧時の最大波力を対象とし，多く

は動圧の寄与が無視できないことを示している．動圧

の寄与が無視できない1つの理由として，静水圧状態と

なる前に最大波力が生じることが考えられる．動圧の

寄与度は実験における氾濫流の発生方法，フルード数

と定常・非定常に大きく左右される．

② 津波氾濫流に伴う漂流物（流木）の衝突力確率分布の

一評価方法を提示するとともに，検討課題を示した．

③ 既往の実験結果によれば，衝突力立ち上がり時間Δtp

と衝突力継続時間Δtの比αは0.2～0.25である．

謝辞：平成20年度の科研費基盤研究（C）と北東北3大

学連携研究プロジェクトの補助を受けた．謝意を表する．
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